
【国】

【農林水産】

【メディア】

【教育・研究等】

【国際】

【その他の専門的職業】

【地方公共団体】

（備考）　「女性の政策・方針決定参画状況調べ」より。
           原則2009年、ただし、*は2008年、**は2007年、***は2006年のデータ。
　　　　　（　）は前年あるいは前回調査のデータ。
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【企業】

各分野における「指導的地位」に女性が占める割合
「2020年までに指導的地位に女性が占める割合が少なくとも30％程度となるよう期待」

【地域】

【厳重取扱注意】




